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(注)1.郵 便 通 数 は,各 国年 次 報 告 書 に よる1976年 度 の数 字 で あ る 。

2.電 報 通 数 は,国 連 「世 界統 計 年 鑑 」 に よ り作 成 した1975年 の数 字 であ

る。 た だ しス イ ス は1974年 の数 字 で あ る。

3.電 話 機 数 は,AT&Tr世 界 の電 話 」(1977年1月1日 現在)に よ り作

成 。

た だ し,日 本,英 国,一 ユー ・ジ ー ラ ン ドに つい て は,1977年3月31日

現 在 。

4.テ レビ ジ ョン受像 機 数は,「 世 界 の ラ ジオ とテ レ ビジ ョン」(NHK)に

よ り作 成 。

な お,日 本 は1977年ll月,米 国 及 び カナ ダは1974年12月,ス ウ ェーデ ン

及 び ニ ュ ー ・ジ ー ラ ン ドは1977年3月,ス イ スは1977年4月,他 は1976

年12月 の 数 字 で あ る。

また,米 国 以 外 は,受 信 許可(契 約)件 数。



一426一 附属資料編

(単位:千 通)

,



40年 度=9100

第4表 年 度 別 外 国 郵 便 物 数

(単位:千 通(個))
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第8表 電 話 取 扱 局 数

(52年度 末 単位:局)

(注)()内 は加入区域の数である。



第9表 加 入 電 話 等 加 入 数 の 推 移『商
一 ミ 剰 盈

般

加

入

電

話

集
団
電
話

単 独 電 話

共 同 電 話

構 内 交 換 電 話
(PBX)

小 卜畳一口

事 業 所 集 団 電 話
(ビル電話)

8,224,922

1,127,448

384,i68

9,736,538

地 域 集 団 電 訓 221,146

加 入 電 話 合 計

地 域 団 体 加 入 電 話
(組合加入回線数)

9,958,076

2,365

有 線放 送 電話 接続 回線 3,716

加 入 電 話 等 合 計 9,964,157

48

21,476,471

2,147,i59

533,958

24,157,588

141,572

49

24,682,215

2,196,712

557,776

27,436,703

180,102

1,325,1341,244,434

25,624,294

370

7,903

25,632,567

28,861,239

287

6,886

28,868,412

50

27,610,332

2,157,009

570,618

30,337,959

206,371

1,152,377

31,696,707

148

51

29,801,757

52

31,406,302

2,038,8591,939,537

583,023

32,423,639

242,892

1,050,656

33,717,i87

597,030

33,942,869

265,807

854,706

35,063,382

901 46

5,254 3,583

31,702,109 33,720,879

2,307

35,065,7351

§
1



一432一 附属資料編

第10表 加入電話等の需給状況

第11表 種類別公衆電話数の推移



一433一

第12表 電話の附属装置等の状況

(年度末設置数)

(注)〔 〕内は加入者の設置によるもの(保 存引受を含む。)の 数で・それ以外は

電電公社の設置によるものの数である。



一434一 附属資料編

第13表 専 用 サ ー ビ ス ー 覧
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一436一 附 属資料編

第斜表 規 格 別 専 用 回 線 数

(52年度末)

区 別

A 規 格

B 71

C 11

D 77

E 11

F 11

1 μ

J 71

高 速 模 写

映 像 伝 送

L規 格

(端 末 回 線 数)

無 線 専 用
(件 数)

回 線 数 等

64,846

249

240

212,426

42

248

235

14

1,576

255

437

527
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第15表 有線放送電話の地域別施設状況

(52年度 末現在)



一438一 附属資料編

第16表 対 外 回 線 数 の 推 移

(各年度末 単位:回 線)

国際電電資料による。

(注)「 その他」は国際デーテル,国 際写真電報,国 際音声放送伝送,国 際 ファク

シミリ電報,国 際テレビ伝送(43対 地)等 の回線合計であ り,電 話 との共用

回線を含む。
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第17表 対外直通回線のある通信対地

(52年度末)

(注) インテルサット・インド洋衛星
イソテルサッ ト・太平洋衛星

対流圏散乱波方式

短波
太平洋横断ケーブル(第1,第2)

日本中国間海底ケーブル

沖縄 ・ルソン ・香港ケーブル

日本海ケーブル



一440一 附属資料編

国際電電資料による。

(注)1,数 値は発信,着 信,中 継信(シ ングル ・カウン ト)め 合計を示す。

2.52年 度の数値は,一 部推計値を含む。



第19表 世界の主な海底同軸ケーブルー覧表

一441-

(52年 度 末 現 在)

国際電電資料による。



一442一 附属資料編
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第23表 電電公社の外債発行状況
1.米 貨電電債

2.ド イ ツマ ル ク電電



一444一 附属資料編

3.ス イ ス フ ラ ン電 電 債

(注)1,2,3の 応 募 者 利 回 りは 単 利 計 算 に よ る。
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第24表 電電公社の建設投資額の推移

第25表 電電公社の職員数の推移

(3月31日 現 在 数)



一446一 附属資料編

(注)局 種の欄その他は,放 送試験局,地 球局,標 準周波数局である。



局 施 設 数

一447一



一448一 附属資料編

第27表 無 線 局

(注)局 種欄のその他は,放 送試験局,地 球局,標 準周波数局である。



数 の 推 移

一449一



一450一 附属資料編

テレビジョン放送局数の推移

は 。
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第30表 国際放送実施状況の推移



(注)契 約甲……すべての放送の受信契約。契約乙……ラジオ放送のみの受信契約。普通契約……テレビジョン放送のカラー受

信を除く放送受信契約。カラー契約……テレビジョン放送のカラー受信を含む放送受信契約。



第32表 民間放送の営業収入等の推移

(単位:百 万円)

区 別

年 度

ラ
ジ
オ

・
テ
レ
ビ
兼
営
社

ラ
ジ
オ
単
営
社

テ

レ
ビ
単
営
社

社 数

ラジオ収入

テレビ収入

営業収入計

営 業利益

社 数

ラジオ収入

営業収入計

営 業利 益

社 数

テレビ収入

営業収入計

営 業 利益

41

33

9,369

69,954

79,810

15,506

13

8,043

8,043

630

13

56,607

56,607

6,727

42

33

11,363

82,312

94,726

18,505

13

9,852

9,852

1,031

13

70,803

70,803

9,328

43

34

13,463

91,456

106,127

19,240

12

11,765

11,765

1,040

16

82,177

82,177

9,996

44

35

17,997

103,032

123,162

21,138

12

13,594

13,950

1,483

34

115,454

116,649

10,956

45

35

21,640

116,633

141,482

22,722

15

18,151

18,657

2,384

44

149,372

15層0,629

13,9L5

46

35

23,237

123,248

150,419

19,371

15

19,920

20,454

2,156

46

162,568

163,831

12,017

47

36

27,244

138,QO7

168,841

23,476

16

22,682

23,452

2,571

50

192,672

195,130

21,083

48

36

32,509

161,912

199,465

28,249

17

28,091

28,811

3,557

51

239,845

242,841

32,058

49

36

36,417

178,633

218,911

21,334

17

30,220

31,268

2,134

52

262,634

266,861

25,549

50

36

38,895

190,837

235,134

20,134

17

32,231

34,295

1,947

54

287,479

293,509

26,563

51

36

45,227

224,601

274,909

33,869

17

36,343

40,166

3,659

54

350,405

356,203

49,787

52

36

49,937

244,778

301,662

34,608

17

43,625

46,990

4,856

54

394,750

405,532

55,8851

&
ゆ
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一454一 附属資料編

第33表 無 線 従 事
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者 数 の 推 移

(各年度末)



一456一 附属資料編

第34表 諸外国の主要通信 ・



放送衛星の諸元(運 用中)

一457一

1978,3.31現 在



一458一 附属資料編



一459一



一460一 附属資料編

第35表 諸外国の主要通信 ・



放送衛星の諸元(計 画中)

一461一

1978,3,31



一462一 附属資料編



一463一



一464一 附属資料編

第36表52年 度 ま で の

(注)1。 コ ロンボ計画の受入れ実績には,台 湾を含んでいる。

2.方 式のうち 「その他」は,賠 償,ア ジア生産性機構(APO), 海外技術



一465一

研 修 員 受 入 れ 実 績

者研修協会及び政府一般要請による研修員の受入れ数である。



一466一 附属資料編

(専門家派遣)

第37表52年 度 までの専門家派遣,開



発調査及び海外技術協力センタの実績

一467一



一468一 附属資料編





一470一 附属資料編



一471一



一472一 附属資料編

2・ タ イ(47,49,51及 び52年 度 第 一 次)の 実 施 設 計 作 業 は,我 が 国 政 府 の

委 託 を 受 け て,民 間 コ ンサ ル タ ン ト会 社 が 実 施 。
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第39表 過去10年 間の電波 ・放送関係開発調査実績

年度

43

調 査 別

ウガンダ
テ レビジョン放送網拡

充計画調査

派遣鯛 損 数

ll日

内 容

44

46

47

48

49

50

カンボディア

電気通信及びラジオ ・
テ レビジ ョン放送網拡

充計画予備調査

49

カンボデ ィア
ラジオ ・テレビジョン

放送施設拡充計画調査

25

ザイール

放送センタ建設計画調
査

14

ガーナ
テレビジョン放送網拡

充計画調査

53

9名 テ レビジョン放送網拡充計画策

定のための調査

6プ ノンペ ン・主要都市間マイク
ロウェーブ回線網建設調査及び

ラジナ ・テレビジョン放送網整

備拡充に関する予備調査

4プ ノンペンのラジオ ・テレビジ

ョン放送施設の整備拡充計画に
関する調査並びに同計画の実施
に対する具体策の勧告

4放 送センタ建設計画の構想に関

する調査

6新 設 予 定 の テ レ ビジ ョン放送 局

及 び 中 継用 マ イ ク ロウ ェー ブ回

線 ル ー トの調 査

ザンビア
テレビジョン放送網拡

充計画調査

40 7 テレビ

再検討
のため

ザイール37

放送センタ建設計画調
査

イソ ドネシア
無線航行援助システム
整備計画予備調査

14

ペルー(第 一次)80

テ レビジョン放送網拡

充計画調査

ケニア
国営放送網拡充計画事
前調査

14

ペルー(第 二次)84

テ レビジョン放送網拡

充計画調査

ア フ ガ ニ ス タ ン25

テ レ ビジ ョン放 送 計 画

事 前 調 査

テレヒジ。ン放送網拡充計画の

再検討及び同放送網の実施設計
のための調査

7放 送センタ建設計画作成のため
の調査

1イ ンドネシアの主要海域をカバ
ーする無線航行援助システム建

設計画に関する予備調査

9テ レビジョソ放送網拡充計画策

定のための経済的,技 術的調査

3FM及 びテレビジョン放送網拡

充計画に関するフィージビリテ
ィ調査のための事前調査

5テ レビジョン放送網拡充計画第
一次調査に引き続く山岳地域の

置局調査

4テ レビジョン放送局建設計画策

定に関する事前調査



一474一 附属資料編



第40表 過去10年 間の通信 ・放送分野における円借款一覧表



供 与約 束年度

成立年月日

金 額 供与 年利 据置

供 与 先 期間機関(%)(年)(百万円)
繕
働

対 象 備
況
)
状
年
末

出

52
度

貸
( 考

1970 1970.10.9 シ ン ガ ポ ー ル

計

392

4,191

基 金4.55 20 衛星通信地球局建設計
画

終 了 インド洋衛星用

1971197L6.30イ ン ド ネ シ ア

1971.8.9

1972.2.26

1972.3.15

1972.3.29

1972.3。29

台 湾

南 ヴ ィエ トナ ム

シ ン ガ ポ ー ル

ペ ノレ ー

マ レ イ シ ア

(二 次)

1972.3.29マ レ イ シ ア

(二 次)

計

239

2,120

30

5,400

2,030

800

4,000

614

i74

445

15,852

基 金3

'3

〃 〃

輸 銀5.5

基 金3

〃4.5

輸 銀5.5

〃 〃

「'7'

7'〃

7

7

'

3

7

5

11

"

11

"

F◎

「Q

2

2

'

FD

5

0

1

2

ハ∠

7

8

沿岸無線網整備計画

ジャカルタ電話ケーブ
ル計画

スラゥェシVHF計 画

電信電話拡張計画

首都圏電話網拡充計画

衛星通信地球局第ニア
ンテナ建設計画

マイクロウェーブ回線

建設計画

マイクロウェーブ建設

ラジオ放送中継局拡充

計画

テレビジョン放送網拡

充計画

終 了

一 部

終 了

''

一 部

終 了 太平洋衛星用

'

''

''

''

サ バ ・サ ラ ワク

間

ー

ミ

O
ー

葦



1972

1973

1972.4.12

1972.7.24

1972.ll.21

1973.1.23

1973.1.24

1973.5.11

1973.7.27

タ イ(二 次)

イ ン ド ネ シ ア

バ ラ グ ァ イ

ザ ン ビ ア

韓 国

十二=ロ

マ ダ ガ ス カ ル

イ ン ド ネ シ ア

十
二
=
口

6,000

117

508

3,657

2,100

1,800

3,317

6,200

23,699

2,200

832

1,221

4,253

5

3

4

'

75

25

4

4

銀

金

"

輸

基

11

金基

11

銀

金

輸

基

金基 4

2.75

'

7

'

11

11

5

'

7

ドD

7

10

〃

0

5

2

2

'

02

71

O

O

2

2

F◎

0

2

∩」

77

首都圏電話施設拡張計
画

沿岸無線網整備計画

ジャカルタ電話ケーブ
ル計画

ラジオ及びテレビジョ
ン放送網拡張計画

マイクロウェーブ通信

施設計画

衛星通信地球局建設計
画

ラジオ 。テレビジョン

網拡張計画

通信施設拡張計画

マイクロウェーブ通信

施設設置計画

テレビジョン放送網拡

張計画

ジャカルタ ・モーバイ
ル電話交換機計画

部

了

部

一

終

一

''

一 部

'F

0

一 部

一 部

'F

'7

心
刈
刈



年度

ユ974

1975

供 与約 束

成立年月日

1974.8.14

1974。9,20

1974,12.9

1974.12.18

1975.2.28

1975.6,30

1975.10.7

1975.12.16

供 与 先

タ イ

イ ン ド ネ シ ア

ア ル ジ ェ リ ア

ジ ョ ル ダ ン

リ ベ リ ア

計

パ ラ グ ァ イ

タ イ

ア ル ジ ェ リ ァ

計

金 額

(百万円)

6,000

1,915

2,011

12,000

3,000

1,800

26,726

2,000

9,550

(1,400)

12,950

与

関

供

機

銀

金

輸

基

ー

/

金

銀

基

輸

基金

11

11

年利

(%)

4

2.75

"

3.75

'

〃

〃

3.75

4。0

4.0

11

57
ロ
3

融
㈲
鵬
㈲
7

0

"

7

11

"

17

7

π

5

7

"

0

0

FD

へ∠

3

2

11

"

〃

25

μ

20

〃

25

対 象

首都圏電話施設拡張計

画

テレビジョン放送網改

善計画

中波 ラジオ放送網計画

同軸ケーブル建設計画

マイクロウェーブ網建

設計画

第二地球局建設計画

第一地球局SPADEシ
ステム設置計画

都市電話施設拡充計画

電気通信網拡充計画

マイクロウェーブ通信

施設設置及び衛星通信

地球局建設計画

長距離電話施設拡張計
画
マイクロウェーブ網建

設計画

況
)
状
年

末

出

52
度

貸
(

一 部

0

一 部

"

7'

「'

'

一 部

'
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備
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オ ラ ン ・コ ン ス

タ ンチ ー ヌ間

テ レ ムセ ン ・ア
ンナ バ 問

アル ジ ェ ・ラ グ

ァ ッ ト及 び コ ン
ス タ チ ヌ ・テベ

ッサ 間



1976

1977

1976.5.ll

l976.ll.13

1977.2.18

1977.4.5

1977.4.26

1977.4,30

1977.6.10

1977.12.2

1978,3.29

1978,3.31

バ ン グ ラデ シ ュ

韓 国

イ ン ド

計

パ キ ス タ ソ

ザ ン ビ ア

アル ジ ェ リ ア

タ イ

ス リ ・ラ ン カ

タ イ

ペ ノレ ー

1,200

6,600

9,000

16,800

1,900

2,170

(3,700)

5,850

1,940

9,480

3,600

基金

〃

〃

1,875

4.25

3.5

5

75

75
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5
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3

4
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3

3

3
。

5
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'
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1

1

7

フ

O

O

O

3

2

3
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52

11

O

FD

O

3

2

2

同軸ケーブル計画

通信施設拡張計画

電気通信計画

電子交換機導入計画

ラジオ ・テレビ放送網

拡充計画

マイクロウェーブ網建

設計画

首都圏電話網拡充計画

電話網拡充計画

首都圏電話網拡充計画

国内衛星用可搬型地球
局建設計画

0
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電

画
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ラ
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設

次
話
電

の

ン
次
計

次
話
電

の

,
タ
カ
に

4
電
次
画

ロ
2
発

5
電
次
画

マ

,プ

市

第
イ

3
計

コ
第
開

第

イ
3
計

リ

ス
び
都



(注)1.

2.

3

「返済期間」は,据 置期間を含んだ期間である。

※は,1965年6月22日 付 の韓国との請求権経済協力協定に基づく案件であ り,供 与約束成立年月日欄の日付は貸付契

約締結の日付である。'

1975年 及 び1977年 のアルジェリアに対する円借款額は,1974年 の同国に対する円借款供与額の中から支出されるもの

である。
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